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1997 年に江蘇省のある沿海都市で省政府の誘致と投資，各種優遇措置により建設された M 火力発電所は，

2008 年９月，政策転換のあおりを受けて企業存亡の危機に瀕した。本稿はその危機からの起死回生を検証し

た。政策転換は中央政府の方針により過剰生産能力調整が適用されたもの。企業は従来の補助，優遇措置を突

然打ち切られ，通常は稼働停止に追い込まれる。Ｍ社は閉鎖の危機に遭遇し，数百名の社員の生活を守るため

に，株主の投資引揚げを阻止し，緊急危機対応の経営戦略を編み出した。その結果企業の苦境を比較的短期間

で克服して，危機を乗り切った。そのうえ経営者の強いリーダーシップが奏功して数年間の努力の結果，香港

で上場するに至ったのである。
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政策転換期における 
中国中小火力発電所の起死回生
―江蘇省Ｍ社の挑戦

Ⅰ　発端は市当局からの電話通達

2008 年９月 11 日午前９時５分，木曜日。M

火力発電所の M 社長は，いつもの週末明けの

普通の営業日と同じように，元気満々にエレ

ベーターを出て，大股でおだやかに自分のオ

フィスに向かった。廊下を左へ曲がったところ

で，M 社長は遠くから右にある自分のオフィ

スの電話の呼出し音を聞いた。M 社長は急ぎ

足でオフィスに入って，電話を取った。相手

は，市政府関係部門の責任者であった。M 社

長は電話を聞いて，顔色が曇った。猛々しい口

調に社員は耳をそばだてた。社員はそわそわし

ている。７年来，温厚で切れ者だった M 社長

に何が起こったのか。

通話の内容は，まるで晴天の霹靂だった。平

素から普通に経営し，長期にわたって政府の支

持と保護を受けた M 火力発電所は，国家の政

策調整のため未曽有の運営困難に直面すること

になった。調整の内容は「熱供給によって電力

量を決める」という方針だった。即ち蒸気の供

給量によって電力量を割り当てるように変更さ

れた。十分な熱供給がなければ，M 火力発電

所は三分の一，または三分の二の発電ユニット

が運営停止という窮地に陥ることになる。当年

の営業利益は予想の 1000 万元（約１億 4705 万

円）から，ゼロばかりか損失に落ち込む。政策

規定により，現有熱負荷が減少しなくても，現

有の電気使用量を 1.2 億キロワットまで圧縮し

ても，利益の減少だけでなく，当月の売上高も

500 万元（約 7353 万円）までに急減する。
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10 時 15 分，M 社長が市政府からの電話の内

容をまだ整理し切れていないうち，もう一つ別

の意外な事が起こった。秘書は，M 社長に市

政府から別の新しい施策を報告した。「国務院

が発展改革委員会，能源弁公室に添えて転送し

た小火力発電ユニットの停止・取り締まりの加

速に関する若干意見の通知」（国発「2007」２

号文）は，小火力ユニットで発電する火力発電

所を三カ月以内に全て閉鎖させると要求した。

M 火力発電所は閉鎖リストに列記されていな

かったが，周辺の小規模発電所が閉鎖されたの

で，これら発電所に依存する M 火力発電所も

稼働停止を余儀なくされる。長期にわたって，

M 火力発電所の生存と発展は，主に三つの要

素，即ち①国家の政策による支え，②周辺の小

規模火力発電所から補助された熱供給発電，③

材木製造会社の大量な蒸気需要，などに依存し

ていた。政府による政策の調整は，M 火力発

電所への電力量供給を大幅に減少させるばかり

か，同時に周辺の火力発電所の閉鎖を加え，M

火力発電所への電力量供給はダブルで大きな打

撃を受けた。特に多くを火力発電所の給熱に依

存し，毎年需要量が 70％以上の蒸気を占めた

材木製造会社は，ドイツの新型ボイラーを導入

し，自社で蒸気を生産できるようになったた

め，M 火力発電所への熱需要は 70％減少した。

三つの急変事態に襲われ，M 火力発電所は

今までない厳しい状況に陥った。このままで

は，会社は全面に生産停止，操業停止，さらに

最終的には倒産に追い込まれそうになった。

Ⅱ　M 火力発電所の沿革

M 火力発電所は，江蘇省のなかで海岸線が

一番長い市にある。1997 年２月に政府が主導

した外資誘致を通じて，M 会社の所属グルー

プがここへ投資をし，火力発電プロジェクトの

建設を誘致した。当時，大多数の株主はこの地

区の優位な地理的位置，つまり，東側は黄海に

臨み，西側は淮安市に隣接し，南側は南通市ま

でに貫通し，北側は連雲港があるということに

引き付けられた一方で，少数の株主が，火力発

電所を比較的に立ち遅れた地域である江蘇省北

部に置かれることを懸念した。特に「どのよう

に熱負荷を保証するか」にについてより心配を

した。当時，地元の政府はこの外資誘致プロ

ジェクトの成功を保証するために，多くの優遇

政策を行い，また蒸気所要量が非常に多い材

木業者を誘致することで，M 火力発電所の熱

量の消費量を保証した。このために，わざわ

ざ「火力発電所の建設の促進に関する政策意

見」を打ち出し，火力発電プロジェクトができ

たら，「給熱範囲の六キロメートル以内の小規

模ボイラー」を全て取り除き，できる限り新し

いボイラープロジェクトを早期に建設すること

で，（株主は）「M 火力発電所に協力」と承諾

した。

火力発電所の建設は大くの土地及び周辺の

セットする新型の小規模発電所が必要で，政府

の優遇政策，プラス小規模ボイラーが保証で

き，よく検討した上で，大多数の株主も同意し

たので，M 火力発電所が順調に工場を立てた。

1998 年下半期，M 火力発電所は地元政府の

全力的なサポートでインフラ設備を順調に整

え，生産を始めた。工場全体の敷地面積が 250

ムー（約 16 万 6500 平方メートル），2.1 億元が

投資され，従業員 200 人余り，資本金は 800 万

ドルであった。M 火力発電所は電気，ガスの

生産を行い，1999 年から 2002 年までに，毎年

は２億キロワットを発電し，40 万トンの熱を
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供給したが，熱供給能力においては毎年利益が

出てなかった。数年来，政府は政策を実現し，

一定の電気補助をし，また周辺に小規模ボイ

ラーの建設を行った。創業以来，M 火力発電

所はずっと上昇の勢いを見せ，毎年の平均利益

は２億元余りで，年間純利益が 2000 万～ 3000

万元余りに達した。

江蘇省北部は経済の発展が急速な地域であ

り，熱電が必要である企業はますます多くなっ

てきた。当時，M 火力発電所は，熱供給の範

囲を江蘇北部地区全体に広げようとした。しか

し，オングリッド電力量（国家電力網に提供し

た電力量 ）が国家より計画的に割り当てられ

ている頃，M 火力発電所の実際オングリッド

電力量は発電能力の 75％（1.5 億キロワット提

供）であった。江蘇省北部地区の大量的なニー

ズにとても満たせない。地元の電気，ガスの需

要に応じるとともに，政府からの送電が減らさ

れたという問題を解決するため，M 火力発電

所は時局を理解し状況を判断した上，建設を拡

大することとした。10 億元をさらに投資して，

２セットの 400 メガワット級重型燃焼器より構

成する燃料ガス蒸気連合循環熱供給ユニットを

建設し，初台のユニットを 2008 年９月末に電

力網と合わせて，熱供給を始めると元々計画し

た。

Ⅲ　社長の決断と対策

通達された「小規模火力発電所の閉鎖を速め

る」という指令が厳格に執行されると，M 火

力発電所は全体生産停止を意味し，2007 年に

建てたばかり 400 メガワット級２基の重燃焼器

も通常稼働ができなくなる。

「火力発電所の火力発電システムは，主に燃

焼システム（ボイラーを核心とする），気水シ

ステム（主に多種なポンプ，給水加熱器，復水

器，配管，水冷壁等より構成される），電気・

ガスシステム（主に蒸気タービン発電機，主変

圧器等より構成される），制御システム等から

構成される。前二者は高温高圧によって蒸気を

形成する。電気系システムは熱エネルギー，機

械的エネルギーから電気エネルギーへの転換を

行う。制御システムは各システムの安全かつ合

理的，経済的運行を確保する。政府の援助政策

の変化はあるが，M 火力発電所は電気系シス

テムによって維持できるため，直ちに倒産する

ほどのことはない。しかし，小規模火力発電所

の閉鎖は火力を切断することを意味し，木材製

造企業の撤退は，蒸気給熱のルートが全て切断

されるのを意味する。企業は倒産に傾き，数百

名の従業員が失業，多くの家庭が困窮し株主の

投資は全部霧消すると社長 M は理解している。

「直ちに解決方法を探り，企業を救おう！」

社長 M は全株主を招集して対策を検討した。

昼頃駆けつけた株主を前に M 社長は，社

が厳しい試練に直面していると説明した。M

火力発電所の主な株主は５社である。最大は

40％を占める A 社，次に 30％を占める B 社，

15％を占める C 社，５％を占める D 社で，地

方電力は 10％を占める。その中，A 社と B 社

は戦略的同盟企業であり，A 社が発言権を持つ

典型的な現代企業の経営管理モードである。A

社の株主のＬ社長が 15％の株式を占める C 社，

５％の株式を占める D 社のような小さな株主

も地元で相当な影響力を持っている。10％の株

式を持つ地方電力会社は純粋な国有企業で，政

府を代表して発言する。

全面生産停止の危機に対して，株主の議論

は沸騰した。株主の意見は三つに分かれた。A
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社と B 社は，企業の生存と発展は最も重要だ

と強調し，政府に援助を求め，木材製造会社を

制裁することを明確に要求した。「政府の思し

召しがなければ，工場を閉鎖する」と言った株

主もおり，納得できる説明がなければ，直ちに

資金を回収すると言った。地元の二社の国有企

業を代表する株主は，政府と交渉して支持と協

調を求め，関連政策と補助金を求めよと主張し

た。交渉が合意されなければ，マスコミに助け

てもらい，世論の支持を得る。また，政府と仲

違いせずに問題を解決したいと言う小株主もい

た。その場で解散せよ言い出した小株主もいた。

三つの派の論争は白熱し，各自の主張が飛び

交うまま，合意に達することができなかった。

言うまでもなく，企業の利益は全株主が関心を

寄せる焦点である。危急存亡にかかわるこの

際，大株主の代表として M 社長は自分の観点

を述べた。「引越しと M 火力発電所を閉鎖する

のは絶対ダメだ。我々は迅速に危機管理チーム

を組み，皆はそれぞれ１名の代表を推薦してほ

しい。私は応急チーム作りを担当し，考え方と

対応策をまとめ，騒ぎが起こらないように落ち

着かせ，応急案を即時に制定する」。

M 社長はこのように指示して当面の方策を

決めた。

危機管理チームは即時に活動を開始し，迅速

に緊急危機の処理を行った。次いで A 社の L

社長を責任者とする危機管理チームは，マスコ

ミに情報を漏らさないことを決めた。M 社長

は，M 火力発電所が直面する危機は，政府が

経済体制の転換過程で打ち出した政策のコント

ロール及び所在地の市場の変化によるものだと

考えている。これは経営者自身の予想外，管理

外の事件である。国家と企業の発展はいずれも

変わるべきものである。経済体制の転換期に打

ち出した「あり方を転換し，構造を転換する」

ことと，域内競争の再編は国家のマクロな戦略

である。省政府は現実に合わせて，政府の支援

と補助に過度に依存する企業のトップマネジメ

ントに社会転換期に応じる対応を要求したの

だ。呉敬璉は，転換時期の民営企業が直面する

四つの挑戦について，「第一の挑戦は資源と環

境，第二は国家の特別政策である安価策略の優

位性は全面的に消滅すること，第三は国家が将

来，全面的に WTO 規則を徹底すること，第四

は政策の調整が企業の生存に圧力をかけている

こと」と明確に指摘した。中国は 30 年余りの

飛躍的な発展を経，経済産業構造の調整は避け

られない。市場化が加速するととともに，政府

は政策調整を行う。調整前に，企業はいかに競

争力を強化し，転換期の衝撃に対応するなど，

危急存亡にかかわる時期に企業がとるべき施策

は，経済転換期に直面するトップへの厳しい挑

戦であった。M 火力発電所が直面した危機は，

実際に「社会転換期」の危機と言える。従来，

中国の企業の経営戦略は中国の比較的優位性を

持つ資源を十分に運用し，政府の援助によって

企業の成長を遂げるというものであった。

だが，このような経営モードは経済転換期で

は大きな限界に直面し，特に「社会転換期」で

は極めて大きなリスクを有する。世界金融危機

が起こった後は，比較的穏やかで安定的な状態

にあったが，それは相対的なものであった。危

機を引き起こす根源が抹消されていないと危機

は根絶できない。それによって世界の経済には

依然として多くの不安定な要素が存在している。

Ⅳ　四段階総合策を追加

危機管理チームは未だ納得しない株主に対し
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て三つ目の方策として「四ステップ階段」の総

合策をまとめ上げて説明した。

第一に，利害関係をはっきりさせる。

政府関係部門に協調を求める報告書を提出す

る。会社の成立背景，発展のプロセス及び現状

を詳しく述べる。とりわけ政策の調整によって

M 火力発電所の苦境を強調する。M 火力発電

所が直面する苛酷な状況を明確に述べる。政府

の施策への理解を明示する。政府の優遇を求め

ないが，片方で契約に違反する木材製造会社に

必ず M 火力発電所の損失を補償させることを

示し，そして熱供給配管網投資，及び近年来の

熱供給差額を含むことを明示する。

第二に，移転のメリットとデメリットを示す。

政府との交渉を即時に要求し，M 火力発電

所の移転のメリットとデメリットを分析する。

M 火力発電所が移転することができると示し

た上で，全体を熱負荷集中区に移転することを

要求する。所要費用は相場によって価値を判断

し，関係部門が規定通りに補助することが必要

であると強調する。移転しなければ，M 火力

発電所は８カ月以内に，高エネルギー消費の機

械を廃棄し，同時に熱・電気供給能力の問題も

解決できる。移転は簡単だが，それによる仕事

の順延，生産停止及びコストの上昇は巨大な損

失をもたらす。移転をしないと，一部の高エネ

ルギー消耗の機器を取り除き，廃棄すると同時

に，M 火力発電所の稼働を維持することがで

きる。

第三に，環境保護を強化する。

国家経済貿易委員会の「資源総合利用の発電

所（ユニット）認定に関する管理方法」と「江

蘇省における熱電併給に関する管理方法」及

び「バイオマス発電等新技術を励ますことに関

する管理方法」規程に準拠する。即ち既存ボイ

ラーに対する改造を速かに行い，今の設備と技

術で石炭を単純に燃やせることから，材木製造

会社の木質ゴミと農地廃棄物と混合して燃やせ

るように改良する。熱，電気によって生じた汚

染物を勝手に処理せず，元の新しく建設した

400 メガワット級２基の重型燃焼器と，早期に

更に 2 基本増設して環境保護の要求に適応し，

エコ環境の構築に貢献する。

第四に，資金の再注入。

成功は全て事前の準備如何である。時局を理

解し状況を判断し，産業の発展を指向する。M

社長は後発の優位性を発揮して適応能力の向上

を図るために，自主的に外資導入を強化し，

近々熱負荷が大きいプロジェクト導入を重点的

に実現する。負荷の未確定前に参加する株主は

自主的に相応の資金を用意し，救済のために小

規模投資を行う。2010 年までに 5 億元の資金

を追加し，バイオマス発電を建設し，予算執行

を透明化して統合のうえ，それをテコに大きな

融資援助を得る。

予算状況は大体下記の通りである。

今，火力発電企業のオングリッド電気価格は

0.465（kW・M），国家がバイオマス発電所に

対して制定した 0.63（kW・M）の電気価格に

よれば，収入を 2538 万元増やすことができる

（表１）。

プロジェクトのコストの内訳は，オングリッ

ド電力量 1 億 8000 万 kW・M，蒸気販売量 6

万 5725 トン，工場自分消耗電気率 10.4％で換

算すれば 1 年の石炭消耗量は 10 万 2678 トン，

5000 キロカロリーが 14 万 3750 トンの原炭に

相当する。80％のバイオマスと混合するという

基準に従うと，全年バイオマスと石炭の消耗量

及び単価が以下のように示される（表２）。

5000 キロカロリーの原炭単価 362.83 元 / ト
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ンによって推計すれば，価格の差額は 159.41

元 / トン，価格の差額は合計で 1833.3 万元。

また，5000 キロカロリーの原炭単価 398.23

元 / トンによって推計すれば，価格の差額は

合計で 124.01 元 / トン，価格の差額は合計で

1426.1 万元となる（表３）。

Ⅴ　社会転換期へのキャッチアップ

中国は農業大国であり，毎年廃棄する藁は数

億トンある。13 億余りの人口の毎日の生活ゴ

ミの問題も早急に解決しなければならない。こ

の様な環境に深刻な悪影響を与える問題は現

在，科学的に処理すればバイオマスに転化でき

る。これらバイオマスは炭水化物を基体とする

各種エネルギーに再生でき，バイオマス資源を

利用した発電は，エネルギー危機，環境汚染を

軽減させ，将来戦略的な意義がある。M 火力

発電所は国家産業の戦略的な要であるバイオマ

ス発電を重点的に発展させ，国の政策に沿って

バイオマス発電プロジェクトを建設する。それ

により中国のバイオマス発電産業の革新的で創

造的な建設運営モードを確立して，エネルギー

危機，環境汚染の軽減に貢献する。

１．単一バイオマス発電プロジェクト建設の 

予算

バイオマス気化発電技術の基本原理は，バイ

オマスを可燃ガスに転化させ，そして可燃ガス

を利用してガス発電設備を動かし発電すること

である。気化発電の技術工程は，三つのステッ

プを含む。第一は，バイオマス気体，固体バイ

オマスをガス燃料に転化することである。第二

は，浄化システムを通じた不純物の除去であ

る。ガス浄化で気化されたガスはある程度不純

物があり，例えば灰粉末，コークスとコール

表１　電気価格の比較と増えた収入

火力発電企業の
オングリッド電気価格

バイオマス発電所の
オングリッド電気価格 増えた収入

0.465（元 /kWh） 0.63 元（元 /kWh） 2,538（万元）

表２　バイオマスと石炭の消耗量及び単価

消耗量 単価

バイオマス 234,025（T）* 256.63（元 /T）
（522.24）**

5,000 キロカロリー石炭 28,750（T） 362.83
または 398.23（元 /T）

*5,000 キロカロリーが 11.5 万トンに相当する
**80％のバイオマスと混合した後，5,000 キロカロリーに換算された単価。

表３　原炭単価と差額

5000 キロカロリーの原炭単価１ 価格の差額 差額の総額

362.83（元 /T） 159.41（元 /T） 1833.3（万元）

5000 キロカロリーの原炭単価２ 価格の差額（） 差額の総額

398.23（元 /T） 124.01 元 /T 1426.1（万元）
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タール等がある。不純物の除去によりガス発電

設備の通常運転を保証する。第三は，ガス発電

である。ガスタービンまたはガスディーゼルエ

ンジンを利用して発電を行い，発電効率を向上

させるために，発電過程において余熱ボイラー

と蒸気タービンを追加する。

M 火力発電所にとって，次の技術を立ち上

げる必要がある：燃焼発電技術及び気化発電

技術，一定規模の規模気化発電システム及び

ディーゼルエンジン発電方式。型流動床ガス化

炉の発電システム及び燃焼器発電方式。

産業の企画と操作分析及び技術能力から着手

して，この単一バイオマス発電プロジェクトを

運転して且つ実現させる。

単一バイオマス発電プロジェクト投資を着

実に運営する場合の収益の推計結果は下記の

通りである：原炭価格は 398.23 元 / トン（450 

元 / トンの税金を含む）の状況では，毎年利益

が 849 万元増え，投資収益率は 123％，回収期

は 0.83 年。原炭価格 362.83 元 / トン（410 元 /

トンの税金を含める）である状況では，毎年利

益が 442 万元増え，投資収益率は 65％，回収

期は 1.54 年。

２．M 火力発電所の生産経営全体への影響

バイオマスプロジェクトを実施する主な要因

は次のとおりである。

第一に，バイオマス発電は国家が提唱したプ

ロジェクトで，優遇政策があり，企業は一定の

経済収益を獲得できる。第二に，木材会社がガ

スの使用を停止し，「熱供給によって電力量を

決める」の下では，予定発電量を減少するかも

しれないため，バイオマス発電プロジェクトの

実施を通じてオングリッド発電量の予定を保証

できる。第三に，長期的な発展を考えると，そ

れが世界エネルギー産業展開の必然的な趨勢

で，将来のエネルギー危機の発生に一定の制約

的な効果を取得できる。バイオマス発電プロ

ジェクトの経営への影響については，下記三つ

の側面から分析できる。

まず，バイオマス発電プロジェクトを導入し

なければ，今の状況では（オングリッド電力量

1 億 8000 万キロワット時，ガス販売量 22 万ト

ン），石炭を混合し燃やす燃料価格は 410 元 /

トン（税込み），通年で 555 万元の利益を得ら

れる。

次に，新しく追加したバイオマスプロジェク

トは，オングリッド電力量と変わらなく，ガス

販売量を減らせ，石炭価格は 450 元 / トン，全

年で 1623 万元の利益を得られる。

最後に，バイオマス発電プロジェクの建設だ

けで，熱供給配管網を新しく建設し，熱供給量

を 50％以上増やすことができる。

これは社長 M が明確に示した，政府の補助

金を用いず自己融資による国の政策に沿った五

つ目の方策であった。

Ⅵ　成功した香港株式市場への 
グループ企業体の上場

香港は世界的な貿易センターと国際金融セン

ターである。ここに数億を有する L 株式グルー

プがある。この上場会社こそ最初の単一 M 火

力発電所が発展した今の姿である。現在グルー

プは 32 社の電力企業を有し，総設備の容量は

4191.5 メガワット。熱電併給，バイオマス発

電，ゴミ発電，風力発電及び太陽光発電を通じ

て，高効率かつ環境に優しい電力と熱力を提供

している。集団業務はエコエネルギー，太陽光

発電産業，太陽光発電，光電科学技術，蓄電技
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術，エネルギー物流，エコ居住等多くの分野ま

で広げ，エコエネルギー，省エネルギー，エネ

ルギー蓄積分野を主要業務とする世界レベルの

エコエネルギーと新エネルギーの開発業者，経

営業者，製品と技術供給業者の大型グループと

なっている。2011 年８月に香港の証券取引所

のマザーボードとして上場した後，グループの

市価は開始階段の 2 億元近くから，当面の 300

億元近くまで暴騰した。

その当時，五つ目の方策はバイオマス発電

プロジェクトを建設し完了。年電力供給量は

1533 万キロワット時，年熱供給量は約 128 ギ

ガジュール，年標準石炭節約量は 1 万 1669 ト

ンを実現した。自らの廃ガス，廃水及び騒音治

理は全て国家の規定に一致させる。同時に熱供

給小規模ボイラーを 27 台建設し，合計で 128

トン / 時，熱電併給，集中熱供給を実現し，環

境状況と市街区域の景観を大きく改善した。バ

イオマス発電プロジェクトの建設完了後の別の

貢献は工事投資回収期を短くし，財務の「三率

（投資利潤率，投資利益の税率と財務内部の収

益率の総称）」が業界標準より上回り，プロジェ

クトの耐リスク性が優れて，経済収益が高かっ

た。

M 火力発電所の社長 M は，今このグループ

の主要リーダーの１人になっている。2008 年

９月に遭遇した壊滅的危機を振り返って，M

社長はその時危機に対応する五つの断固とした

方策をたった 4 日間で決定し，全て成果を得た

と語った。M 火力発電所は移転せずに木材会

社の補償を得，この補償金を用いて10キロメー

トルの熱供給配管網を建設し，熱供給量を増や

して一定程度外部への依存度を低くした。社会

転換期では，中国の民営企業は三つの危機の挑

戦に直面する：第一は政府の政策調整からの圧

力，第二は自然資源による圧力，第三は経済転

換期による圧力である。中国の企業のトップ・

マネジメントはあらゆる危機に直面して，時局

と状況を的確に判断し，断固とした方策によ

り，企業の生存と発展へ向けて長期的な戦略を

決める必要に迫られている。

終わりに

過去 35 年の改革開放で，中国は一途に中小

民営企業の急速な発展を遂げて来た。この過程

で中国企業の成長に伴い多大な矛盾と問題が蓄

積された。中国の民営企業が直面している三重

の危機に対する挑戦とは，１つ目は政策制御の

圧力である。中国民営企業の経営戦略はこれま

で政府が提供する資源優位による発展方策で

あったが，現在，政府は補助と援助を全て中止

に改変した。２つ目は自然資源の圧力である。

元々政府が所管する経済発展とは，企業が単に

利益を上げる事が「善」とされていた。それが

現在では自然生態資源の欠乏が出始めたため

に，自然保護が叫ばれるようになり，汚染排出

企業は幾多の制限を課せられている。３つ目は

中国市場が既に飽和化していることである。経

営の不確定性は中小民営企業に大きなリスクを

与える。民営企業のトップは往々に発生が懸念

される経営及び管理危機に直面している。中国

の経済発展と体制転換に伴って，政府の政策制

御は民営企業の生存と発展にプレッシャーとな

り，多くの企業に生存の危機をもたらしてい

る。民営企業のトップとしては，将来の競争を

展望して生存を図るための高度な戦略見通しは

不可欠である。同時に従来の管理と経営模式を

改変し，危機管理の対応をマスターして，リス

クコントロール能力を高め，的確に時期と情勢
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を判断のうえで果敢に決断してこそ，時代に即

した発展を実現することができよう。

＊本稿は，中国国家社会科学基金（番号：15BGL107）『合規
管理視角下「陌生人社会」新生代員工沟通衝突問題研究』

（2015.6-2018.6）による。
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